
地域内公共交通の充実（案） （人の動き、路線バス）

方針２：地域内公共交通の充実

交通弱者が自立した生活を送るための移動手段を確保するため、持続的な地域内公共交通の維持確保を図る。

人の動き

図.公共交通の利便性低下の悪循環

・バス利用者は減尐傾向にあり、南海バ
スの利用者は20年間で約４６％減尐
し約６０％の路線が赤字です。

・公共交通利用圏の中でも、利用状況(需
要）により、路線バスの運行本数は差
があります。

・利用者数の減尐が続くと、便数の減尐
や路線の廃止など、サービスの低下が
懸念されます。

図. 路線バス運行本数（平日）図.南海バスの年間乗車人員の推移（堺市内）

図.南海バスの運行系統別収支状況（堺市内）

路線バス

図．堺市における目的別にみた高齢者の動き
（資料：京阪神都市圏パーソントリップ調査）
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（）内は代表交通手段構成比
〈〉内はこの10年の伸び

図．堺市における交通手段の利用状況
（資料：京阪神都市圏パーソントリップ調査） 公共交通の

利用者
の減尐

公共交通の
サービス

の低下

公共交通の
収益性
の低下

・近年、出生数が減少しており、少子化が進
むことから、14歳以下の年少人口は、今
後も逓減していくと予想されます。

・団塊の世代などの人口規模の大きな世代
が老年人口層に移るため、15～64歳の
生産年齢人口は、今後も急速に減少する
ものと予想されます。

・団塊の世代等の高齢化に伴い、65歳以
上の老年人口は、今後も急増するものと
予想されます。

・堺市内に発着する移動の交通手段は、20
年間で、鉄道・バス利用は2割減尐、自動
車は6割増加しており、自動車が鉄道・バ
スの倍近い利用状況にあります。

・堺市における65歳以上の人の動きは、
20年間で2.7倍に増加しており、目的別
にみると、買い物、食事など自由目的
の動きの伸びが大きくなっています。

図．堺市における将来推計人口
（資料：堺市マスタープラン）
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地域内公共交通の充実（案） （コミュニティバス）

■利用状況

課題 見直しの方向性

・路線バスと比較して運行日数が尐ない（週３日運行）

・運行目的（区役所、老人福祉センターアクセス）以外
の利用もされている

・利用者が特定の人に偏っている

・運行負担金の支出が大きい（収支率約１０％）

・路線バスの運賃より低額で運行（１００円）

・路線バスとの競合を避け主要駅にアクセスしていない

・延長が長いことや循環路線のため、行き先によっては
時間がかかる

○利用対象者、目的に合った運行
(高齢者など交通弱者への対応）

○効率的・効果的な運行（特に空
白地対策）

○路線バスとの競合の整理・役割
分担を踏まえた運行

■コミュニティバスの課題と見直しの方向性

コミュニティバス（ふれあいバス・みはらふれあい号)

○ふれあいバスの運行

・経緯：出張所を廃止し、支所（現区役所）行政を進めるに当たり、支所アクセスの確保が課
題となっていたため、老人福祉センター送迎バスを、だれでも利用できるように乗合
バスに変更し、平成12年10月から運行

・目的：区役所・老人福祉センターへのアクセス確保や公共交通空白地域の改善

・内容：週3日運行（4便/日）、運賃（おとな100円、こども50円）

・運行車両：小型ノンステップバス

・事業費等：運行負担金66,994千円、運賃収入6,821千円（平成22年度）

○みはらふれあい号の運行

・経緯、目的：平成12年10月から旧美原町で役場等公共施設へのアクセスを目的として運行
していたものを引き続き運行

・内容：週5日運行（5便/日）、運賃無料

・運行車両：小型マイクロバス（リフト付）

・事業費等：運行委託料27,779千円（平成22年度）

■乗車人員
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１．利用者数の推移

○利用者数は近年ほぼ横ばい
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２．１便当たり利用者数

○区域（ルート）によって利用
状況に差がある

■運行の概要

ふれあいバスの1便当たり
平均利用者数 9.6人/便
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○週1回以上利用する割合は66％
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資料：コミュニティバス利用状況調査（平成22度）
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○65歳以上の割合は78％
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３．目的別利用者の割合

○区役所と老人福祉センターを合わせた割合は53％



地域内公共交通の充実（案） （おでかけ応援バス、地域内公共交通の課題・方向性）

対応方針

地域内公共交通の課題・方向性

市域の多くは公共交通の利用圏
に含まれており、 日常生活を支え
る身近な地域内公共交通の維持・
活性化や利用意識向上に向けた取
り組みを行っていく。

◆交通弱者が自立した生活を送るため
の移動手段の確保

◆サービス低下の悪循環を転換する
取組

◆高齢者が公共交通を利用しやすい
環境整備

◆公共交通空白地域の移動手段の確保

◆コミュニティバスの効率的・効果的
な運行

◆人口減尐・尐子高齢化の進展によ
り、公共交通の利用者が減尐

◆公共交通利用者の減尐による利
用環境の悪化

◆今後も増加する高齢者の移動へ
の対応

◆公共交通人口カバー率93.6％だが
公共交通空白地域が存在

◆公共交通空白地域の改善として
コミュニティバスを運行

課題 方向性

公共交通空白地域や丌便地域で
は、地域の交通課題や需要に応じ
て、市と地域が協力しながら、地
域に必要な交通手段を確保してい
く。

地域内公共交通の施策展開

公共交通空白地域の改善
公共交通空白地域については、コミュニティ

バスの再編や乗合タクシー、デマンド交通等の
導入を進め、運行日数の増加や、駅アクセスの
確保を図ります。ただし、路線バスと重複する
区域は原則廃止します。

路線バスの利用促進

路線バスの利便性向上、利用意識向上に
向けた取り組みを促進します。

地域主体の交通支援

地域の生活環境向上のため、地域の交通
問題を自ら解決しようとする取り組みにつ
いて支援制度を創設します。

高齢者の利用促進

公共交通のバリアフリー化や、おでかけ
応援バスの改変など高齢者の利用促進を図
ります。

公共交通の維持・活性化 交通手段の確保

おでかけ応援バス

・満65歳以上の市民が、南海バス・近鉄バスを1乗車100円で利用可能

・目的：高齢者の外出支援と社会参加を促進

・利用可能日：毎月５・１０・１５・２０・２５・３０日の各日

・利用方法：運賃支払い時に「おでかけ応援カード」を提示し、現金１００円を支払い

・利用実績：南海 バス 1,134,935人/年、近鉄バス 31,737人/年 (平成22年度 ）

・ 平 成 22 年 度 の 実 施 日 の 利 用 者 数 は 事 業 実 施 前 の 高 齢 者 の 利 用 者 数 9,488 人 / 日
と比べて1.36倍に増加（※南海バスでの比較）

・ 利用目的は買物、通院など自由目的の利用が多い
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154 

（5.9%）

お参り

113
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習い事
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その他
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（23.2%）

図.おでかけ応援バス利用目的

調査方法：堺東駅、泉ヶ丘駅のバスターミナルでバス
待ちをしている高齢者にヒアリング調査

公共交通の維持・活性化に向けた取り組み、公共交通空白地域での交通手段の確保が必要

※平成16年度から21年度にかけての高齢者の伸び率（1.241）を加味（15,985/(9,488×1.241)=1.36）

資料：高齢者社会参加促進検証事業に係わる効果検証調
査業務（平成19年3月）

0

5,000

10,000

15,000

20,000

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

（人）

（年度）

（H18.6より利用対象日を月6日に拡大）

（H19.7より近鉄バス対象追加）

図．実施日の１日平均利用者数の推移


